
令和５年12月26日

特定健診等システム標準仕様書【第0.9版】（案）

に関する意見照会について



１．地方自治体における情報システム標準化の背景・目的
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【背景・目的】
➢ 地方自治体システムは、これまで各自治体で独自に発展させてきた結果、システムの発注・維持管理

や制度改正による改修対応など、各自治体が個別に対応せざるを得ない現状であった。
➢ 今後はクラウド導入等を通じたシステム標準化・共有化（以下、「標準化等」という）や業務プロセ

スの見直しにより、職員の業務負担軽減やシステム構築・維持費等の削減を考える必要がある。
➢ デジタル庁を中心に「デジタル・ガバメント実行計画」（令和元年12月20日閣議決定）、「デジタル

社会の実現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定）が策定され、地方自治体の基幹業務シ
ステムの統一・標準化に向けた検討が進められている。

➢ 令和３年５月に「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」が成立し(令和３年９月施行)、
標準化の対象範囲とされる業務は、標準仕様書に準拠したシステムの利用が義務付けられることと
なった。医療保険分野においては、国民健康保険や後期高齢者医療等において既に標準仕様書が公開
されている。

【標準化による各主体のメリット】
➢ 地方自治体 限られた人材や専門的な知識・ノウハウを共有することで、システム調達や法令改正

対応等の業務及び調整に係るコストが減少し、他の業務に人材を充当できる。また、財政面では、
カスタマイズ抑制、システム共同化による割り勘効果を生むことで、導入・維持管理費用を削減す
る。

➢ システム事業者 個別のカスタマイズ要望が減ることによりその対応に係る負担が減少し、人口減
少下で希少化するシステムエンジニアの人員を他の分野に投入し、創意工夫による競争が可能とな
る。

➢ 住民 地方自治体毎に異なる申請様式・手法が統一的に実施されることで、手続の簡素化や合理化
が実現する。



２．特定健診等システム標準化の背景・目的
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【背景・目的】
➢ 特定健康診査及び特定保健指導（以下「特定健診等」という。）における、データ管理や受診券・利

用券発行等の業務については、市区町村が独自で調達するシステム、国民健康保険中央会（以下、国
保中央会とする。）が開発する特定健診等データ管理システムなど、市区町村の実情に応じた業務シ
ステムにより事務処理を行っている。

➢ 一方、自治体システム標準化は、標準化法第２条において「地方公共団体が利用する情報システム」
が対象とされており、市区町村が特定健診等業務に使用するシステムについても標準化の対象になる
と考えられる。

➢ しかしながら、特定健診等に係るシステムについては、これまで標準化に向けた検討の対象とされて
おらず、早期に標準仕様を策定する必要があることから、今般厚生労働省において特定健診等につい
ても標準化検討を進めることとなった。

【方針】
➢ 高齢者の医療の確保に関する法律において、特定健診等は保険者（国保においては市区町村）が行

うことと規定されていることから、本検討については、国民健康保険システム標準化検討の枠組み
の中で実施し、国民健康保険システム標準仕様書の一部として策定・公開する。

➢ 特定健診等は健康増進法で規定されている健（検）診と事務内容に類似点が多いため、健康管理シ
ステム標準仕様書の記載内容と平仄をあわせる。

➢ 「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き」および「標準的な健診・保健指導プ
ログラム」に基づいて国保中央会が開発し、国保連合会より市区町村に導入されている特定健診等
データ管理システムの共同処理仕様等をベースとし、その内容に基づき、本意見照会でいただいた
ご意見も取り入れながら、標準仕様書を作成する。

➢ 特定健診等データ管理システムのみで事務処理を行っている市区町村もあることから、標準仕様書
に準拠したシステムの利用は任意とし、必要に応じて市区町村が調達し、利用するものとする。



３．特定健診等システム標準仕様書案における前提
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〇標準仕様書案の作成にあたり以下を前提としている。

No 観点 標準仕様の記載方針

1 版数・公開時期について
令和６年３月に標準仕様書【第0.9版】を公開する予定とし
ている。なお、標準仕様書【第1.0版】は令和６年８月を目
途に公開する予定としている。

2
法令、国が公開する資料等に記
載がある要件

要件として詳細に定めることはせず、該当する法令、様式
等に準拠することとしている。

3
特定健診等データ管理システム
との連携要件

具体的な連携項目等は記載せず、該当する特定健診等デー
タ管理システムのインターフェース名を記載している。

4 帳票詳細要件、帳票レイアウト
特定健診等データ管理システムで出力される帳票をベース
に、記載している。

5
事務運用にて利用頻度が極めて
低い要件

内部利用の一覧帳票や独自集計等の機能、実運用上で利用
頻度が極めて低い機能や代替手段にて運用が可能な機能に
ついては、原則ＥＵＣ機能の利用することとしている。



４．特定健診等システム標準仕様書案の構成および確認の観点

4

〇標準仕様書案の構成を以下に示す。

〇ご意見の記入にあたっては、以下に示す各資料の位置づけ及び確認の観点を参照いただきたい。

No 資料名 資料の位置づけ及び確認の観点

1 標準仕様書案

標準化に関する背景や目的のほか、標準仕様書
の位置づけや基本的な考え方を整理した資料と
なっている。制度面・業務面の観点から過不足
なく記載されているか確認いただきたい。。

2
（別紙１）
業務フロー

業務運用をイメージするための参考資料として
作成している。標準的な運用モデルとして過不
足なく記載されているか確認いただきたい。

3
（別紙２－１）
機能・帳票要件

「○○できること」といった要件を定義している。標
準的に必要な機能が過不足なく記載されているか
確認いただきたい。

4
（別紙２－２）
管理項目

システムとして管理する項目を定義している。
標準的に必要な管理項目が過不足なく記載されて
いるか確認いただきたい。

5
（別紙３）
帳票詳細要件

帳票レイアウトに対して出力する印字項目を定
義している。標準的に必要な印字項目が過不足
なく記載されているか確認いただきたい。

6
（別紙４）
帳票レイアウト

特定健診等データ管理システムの帳票レイアウ
トをベースに定義している。標準的に必要なレ
イアウトが過不足なく記載されているか確認いただ
きたい。

【標準仕様書案の構成】

（別紙１）

業務フロー

（別紙３）

帳票詳細要件

（別紙２－１）

機能・帳票要件

（別紙２－２）

管理項目

標準仕様書

案

本編 別紙資料

（別紙４）

帳票レイアウト
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５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案

No 論点 概要 対応方針案

１
後期高齢者
健診の取り扱
い

後期高齢者健診に対する標準仕様
の取り扱い

高齢者の医療の確保に関する法律では後期高齢者に対する健康診査も
含まれており、国保中央会が開発する特定健診等データ管理システムに
おいても 後期高齢者健康診査にかかる受診券作成や、健診結果デー
タの管理が実施できることから、特定健診等システム標準化の対象範囲
内とする。また可読性の観点から、国民健康保険標準仕様書の一部とす
る。

２
特定健診等
システムの取
り扱い

国民健康保険システム標準仕様書の
中での特定健診等システム部分の取
り扱い

「特定健康診査」「特定保健指導」「後期高齢者健康診査」をサブユニット
として取り扱う。調達パターンとしては以下を想定する。
①各サブユニットの単独調達
②各サブユニットを組み合わせた調達
③健康管理システムと各サブユニットを組み合わせた調達

３
共通機能の
取り扱い

特定健診等システムとしての共通機
能の取り扱い

国民健康保険システム標準仕様書の共通機能を採用すると、業務特性
の違いから、特定健診等業務として必要な機能が定義されていない、も
しくは不要な機能が定義されるといった事象が想定される。そのため、特
定健診等システムについては、国民健康保険システム標準仕様書の共
通機能は使用せず、特定健診等システムとしての共通機能を定義する。

４ 実装区分
実装必須機能、標準オプション機能
の切り分け

国保中央会が開発する特定健診等データ管理システムの共同処理機能
の仕様等をベースとすることから、特定健診等データ管理システムで
実装されている機能を実装必須機能として定義し、それ以外は標準オプ
ション機能として定義する。
その他、他システム連携や標準仕様書間の横並び調整方針など運用上
必須と考えられる機能についても実装必須機能として定義する。

５ 管理項目
標準仕様書で定義する管理項目（健
診・問診・指導）

「特定健診・特定保健指導の電子的な標準様式 第４期」（以下、「標準様
式」という）をもとに、管理項目（健診・問診・指導）を定義する。
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No 論点 概要 対応方針案

６ 過去データ
第１期～第３期特定健診・特定保健
指導で管理していた項目の取り扱い

本仕様書は第４期特定健診・特定保健指導をベースにしているが、過去
５年度分のデータを管理する想定で、第３期で管理していた項目につい
ても標準仕様書で定義する。

７ 出力帳票
標準仕様書で定義する帳票、および、
自治体独自の帳票レイアウトを設定
する機能の定義

特定健診等データ管理システムで実装されている帳票を標準仕様書で
定義する。
また「特定健康診査・特定保健指導の円滑な実施に向けた手引き（第４
版）」の中で、自治体独自の帳票レイアウトでも可とされている帳票につ
いては、パラメータで帳票レイアウト等を設定できる機能を標準オプション
機能として定義する。

８
他業務を跨ぐ
機能

他業務を跨ぐ機能の定義

例）特定健診とがん検診を一体化し
た複合受診券など

特定健診等システムは高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて標
準仕様書が作成されることから、他業務（当該法律以外に基づく業務）を
跨ぐ機能を標準仕様書として定義することは困難である。そのため、標準
仕様書では当該機能を定義しない。他業務を跨ぐ機能は独自施策システ
ム（関連システム）として構築されるものとする。
なお「特定健診・特定保健指導の電子的な標準様式」に含まれる健診項
目（追加健診項目を含む）については標準仕様書の対象とする。

９ 適合基準日 特定健診等システムの適合基準日

「地方公共団体情報システム標準化基本方針」にて、
『令和５年（2023 年）４月以降の標準仕様書の改定への対応については、
令和７年度（2025 年度）までの適合が制度改正等の政策上必要と判断さ
れるものを除き、令和８年度（2026 年度）以降のシステム改修時におい
て、標準に適合させることとする。』
とあるため、特定健診等システムにおいても、令和８年度（2026 年度）以
降のシステム改修時において、標準に適合させることとする。具体的な適
合基準日については、ベンダの開発状況や全国自治体の意見をもとに
設定することとする。

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.1、No.2について、本編に後期高齢者健診を含む形でサブユニットを定義した。

■仕様書案本編

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.3について、本編および共通機能について、特定健診等システムとして個別に作成した。

■仕様書案本編

■別紙２－１機能・帳票要件 インデックス

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.4について、特定健診等データ管理システムで実装されている機能を実装必須機能として定義しそ
れ以外は標準オプション機能として定義した。ただし、他システム連携や標準仕様書間の横並び調整方針な
ど運用上必須と考えられる機能については実装必須機能として定義した。
また、特定健診等共通機能については、サブユニット毎に実装区分を定義した。

■別紙２－１機能・帳票要件

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.5について、標準様式をもとに管理項目（健診・問診・指導）を定義した。
エビデンス列に参照した公開資料等を記載している。

■別紙２－２管理項目

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.6について、第３期の項目と、第４期の項目を分けて標準仕様書で定義している。

■別紙２－２管理項目

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.7について、特定健診等データ管理システムで実装されている帳票を標準仕様書で定義した。

■別紙４帳票レイアウト

■別紙３帳票詳細要件

■別紙２－１機能・帳票要件

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.7について、機能・帳票要件に定められた帳票について、パラメータで帳票レイアウト等を設定
できる機能を標準オプション機能として定義した。

■別紙２－１機能・帳票要件

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.8について、本仕様書案での標準化範囲を本編に定義した。

■仕様書案本編

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案
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○ 論点No.9について、本仕様書案では適合基準日を空白としている。（今後の検討事項）

・・・

■別紙２－１機能・帳票要件

５．特定健診等システム標準仕様書案における論点・対応方針案


